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暴力団と課税
―上納金課税を契機として―
権　　田　　和　　雄
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　１． 日弁連29.2.16「暴力団の上納金に対する課税の適正な実施を求める意
見書」
　２．課税に対する基本的姿勢
Ⅰ　問題意識
　平成27年６月16日に、北九州市に本部を置くＫ会の総裁（組織のトップ）が
所得税法違反の疑いで逮捕された。逮捕容疑は、上納金から私的流用があった
とされる約２億円を総裁の個人所得と認定・追徴課税し、無申告であることか
ら併せて所得税法238条（罰則規定）違反とされたものである。
　この事件に関し、当時の報道では「暴力団の上納金を個人所得ととらえ、脱
税で摘発するのは全国初」（西日本新聞27.6.16夕刊1、毎日新聞ほか）と評価し
たが、これまで課税が困難であった理由が執行上のものか（証拠収集の問題）、
理論的なものか（課税根拠の問題）は明確ではない。上納金に対する課税に係
る識者コメントとしては、「上納金は組長が自由に処分・運用でき、配下の組
員が使い方に異議を唱えることはできない。約10億円のすべてを個人所得とみ
なす判断もあったのではないか」2のように明確な見解を示すものはむしろ珍し
く、暴力団に対する課税は組織としても個人としても課税が難しいとの意見が
見られる。たとえば、「暴力団は会社組織ではないうえ、法律上法人とみなさ
れ収益事業が課税対象となるマンションの管理組合など「人格なき社団」にも
該当しないので法人税の対象外である」3とする見方があれば、「上納金はPTA
や町内会といった任意団体の会費のようなもので、会の運営のために使われて
いる限り、法律上は課税できない。たとえば組織で管理し、襲名披露や葬儀、
1  元国税査察官の税法教授として私のコメントが、「暴力団トップの非合法的収入を課税
対象に認定するには①トップ本人が自由に使える金であることの立証②入金側の証言も必
要」と紹介されている。簡略化されているが、立証が必要という点ではそのとおりである。
2  疋田淳（元日弁連民事介入暴力対策委員会委員長）コメント、平成27年６月17日毎日新
聞朝刊３面（クローズアップ2015）。
3  前掲注２毎日新聞での国税OBコメント。
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法要などいわゆる「義理がけ」に使っていれば、暴力団に帰属する金であり、
上納金を個人所得ととらえるのは無理」4とする見方があるように、法人として
も個人としても課税が難しいとの見解が従来からあった。
用心棒代等名目のみかじめ料5収入から上納金まで暴力団の資金獲得活動に
は組織の存在が必要不可欠のものであり、組織が資金獲得活動の実体との考え
が根底にあると思われるが、法的に課税対象とすることは難しいという問題が
ある。資金獲得活動の最終成果と見られる上納金については、組織が資金獲得
活動の実体であることを前提に運営費というものの必要経費的性格を否定しき
れず（上納金の帰属は組織で、運営に使われれば経費として認める）、個人帰
属を認めることに踏み切れないのではないだろうか。また捜査関係者の話とし
て、「上納金は代紋6を背景に市民に恐怖心を与えてみかじめ料を巻き上げ、工
事に関与7したのだから、会に代紋の使用料を支払うべきライセンス料のよう
なものと考えている」8との見解を紹介している。これは、みかじめ料等の外部
からの資金獲得活動（しのぎ）が代紋という暴力団組織の威光によるものであ
り、上納金がその対価として納められたと見るものである。
上記コメントは異なる立場の者が各事象をとらえて見解を述べたものであ
り、論理的整合性のあるものではない。必ずしも専門家として学問的な見地か
ら述べられたものでもないが、一方では法人の課税適格性を否定し他方では個
人の課税適格性を否定することとなっており（組織・個人帰属のいずれにも肯
定的な見解は示していない）、本問題の理論的な面について整理が十分ではな
いことを示している。この矛盾は、暴力団組織が個々の構成員の（資金獲得）
4  前掲注２毎日新聞での国税OBコメント。
5  組の勢力範囲（シマ）で一般人の営業を認める代わりに金員を得る威迫を伴う経済活動。
6  組の象徴で会社の社章のような位置付けにある。内では帰属意識を高め外には示威の意
味があるが、暴対法以降は一般人に威迫を与える行為として、代紋の入った名刺を配るこ
とも厳しく取締られるようになったとの報道がある。
7  建設工事への参加を言う。暴対法以降は自治体の暴力団排除条例も併せ暴力団関係者で
あることが建設工事入札の障害となり、組から破門ないし除籍の措置を取られることも多
いようである。
8  県警幹部の話として平成27年６月17日毎日新聞朝刊28面。
― 58 ―
九州国際大学法学論集　第23巻　第１・２・３号退職記念号（2017年）
活動の実体であると見つつ、法的な（課税）対象とは断定できないジレンマに
ある。また、別の視点から、「法人のように課税すれば、国税当局が暴力団と
いう組織を認めることにもなる」9という見解もある。この見解は、税法の観点
から考える帰属の問題とは別に公権力の行使が課税対象に社会的認知を与える
という、違法収益における公序の理論（パブリックポリシー）に通じるもので
ある。
なお、日本弁護士会連合会は平成29年２月16日に「暴力団の上納金に対する
課税の適正な実施を求める意見書」を国税庁等に提出し、「上納金は組長の意
思で管理・支配する資金であるから組長の所得であると位置付け、必要経費を
控除した額に所得税を課すべき」との考えを表明したと報道されている10。こ
れは上記疋田淳弁護士の「上納金に全額課税すべし」との考えを踏まえた見解
と思われる。
　暴力団11に対する課税が難しい原因は主として執行上の問題（証拠収集）に
あると思われるが、課税理論の観点から見た場合、（繰返しになるが）上記報
道コメントの見解は断片的であり整合的ではないように思える。例えば、上納
金が組織運営の経費になるとすれば対応するのは組織に帰属する収益と考える
べきであろう。組織への帰属も個人への帰属も認めない中、上納金の取扱いで
組織の実体を肯定するような見解は整合的でないようにも思われる。
理論的な面からの検討と言う点では、「暴力団と課税」について直接書かれ
た論文はあまりないようである。主因は、課税問題を考察する対象としての暴
力団の実態が多様で一義的に捉えられないことにあると思われる。違法な経済
活動、事実上の階層的組織のような特殊性を有する暴力団の課税に当たって対
象をどのように捉えるかは、規制する法の目的により考慮すべき点が異なる
9  国税関係者の話として平成27年６月17日読売新聞朝刊35面。
10 平成29年４月18日読売新聞夕刊10面。
11 暴力団というのは確立された名称ではないが、一般的に使われている用語として用いた。
本稿では課税対象としての組織の特性を問題とするのに、暴力に重点を置くのではなく、
高度に組織化された集団という点に問題の本質を置いている。
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が、組織自体が課税対象となるかについては「人格なき社団」の理論の、違法
活動に係る収益については「不法収益・不法経費」の理論の適用が考えられる。
種々の要素が混在する特殊な対象に対しては、課税に必要な要素に分解・抽出
して、従来からある普遍的な課税理論の適用をまず考えるべきである。それで
も対応が難しい時は特別立法のようなことも考えられるかもしれないが、先ず
は既存の法律の適用を考えるべきであり、また対象が特殊だからといって課税
以外の特殊な要素を考慮して解釈の基準を曲げることは、租税法律主義を持ち
出すまでもなく、してはならないと考える。
まだ十分な検討を行っていない段階なので、今回は論点整理という形で問題
提起をしてみたい。
Ⅱ　検討の方法及び検討すべき諸点
１．検討の方法
　前述のとおり、暴力団が課税対象となるか否かについては、法人で捉えるか
個人で捉えるかの問題がある。暴力団の経済活動の象徴である上納金について
は、収入帰属を明らかにしないまま経費性を認めるのは、検討対象を曖昧にし
たまま、課税要件の一部としての必要経費だけを論じることになり、全体を捉
えないことになる。
　検討の方法については、①暴力団の組織形態について一定の前提を置く（階
層性ほか典型例をモデル化する）、②既存理論（普遍的な課税理論）の適用を
考える、③解釈に当たっては課税と無関係な要素は考慮しないことを念頭に置
いている。
　①については、暴力団の組織形態は階層性だけを見ても区々であり、一次団
体、二次団体として階層的に構成される組織全体と各々の構成団体とは課税上
も区別する必要があり、一定の前提を置いた検討が求められると思われる。
②については、暴力団は違法活動による収益獲得、階層性の組織という特殊
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性を有しているが、課税に当たっては、一般の団体に適用される課税理論と同
様に考えるべきである（特別立法の必要性を否定はしない）。
③については、暴力という手段、犯罪収益を活動の源とする特殊性があると
しても、課税との関係を客観的・中立的に分析すべきである（課税以外の目的
を考慮しない）。
このようにして、一定の条件下で得られた課税適用のルールは、一般の組
織・団体にも同様に適用があることは、当然のことであるが留意すべきである。
２．検討すべき諸点
（1）暴力団の組織としての特性
課税問題を検討するに当たり、課税対象としての暴力団をどのように想定す
るのか、その特性から前提を導く必要がある。
暴力団は、法的には「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平
成３年５月15日法律77号）」（以下「暴対法」という）２条２号で「その団体の
構成員（その団体の構成団体を含む）が集団的にまたは常習的に暴力的不法行
為等を行うことを助長するおそれがある団体」と定義されるが、課税対象の検
討としては暴対法が主眼とする暴力とは別の視点が必要のように思われる。課
税を念頭に置けば、集金構造として次のような特性を備えたものを想定でき
る。
【特性】
①　違法な行為に基づき収益を得ている（不法収益が含まれる）。
②　代紋に象徴される組織の威光を背景に活動している。
③　組織にはピラミッド形の階層を形成し、権力（集金力）が上位に集中する。
　上記要件は主として課税の観点から、所得の成立・帰属を念頭に組織の特性
を抽出したものである。例えば①については、不法収益（違法収益）があるこ
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とは課税の適否に影響があるが、暴力的であるか否かは影響を及ぼさない。②
は代紋が所得の発生に深く関わる、いわゆる所得源泉12としての役割を担って
いる。そして③は、経済活動が組織の威光によるものであり見返りとして上納
金があるというピラミッド型の階層が存在し、階層毎の上位への所得移転にお
いても帰属・所得区分が問題となる。
　ただ、これも典型例に過ぎず、三木教授が言われるように、「要するに、法
的にどういう性格を持った団体といえるのか、わからないのである。そのため、
上納金の法的性格もはっきりせず、実態に応じて判断するしかない」13という
のが、本問題についての現状を現していると考える。
　暴力団の特性については、星野周弘（科学警察研究所環境研究室長）「広域
暴力団の構造」14の中で実証的に述べられており、「広域暴力団の集団構造はそ
れぞれの広域暴力団によって異なるが、一般的には親分―子分関係、擬制兄弟
関係などの擬制血縁関係、すなわち上位者の支配と庇護、下位者の隷属と忠誠、
成員間の相互扶助関係などを中核的な要素として成立つ擬似的家族制度によっ
て支えられている」と述べている。
　また、「広域暴力団は第五次までの下位団体をもつピラミッド型の階梯的組
織に特徴付けられる集団もあれば、いくつかの団体の連合体としての組織もあ
る」としている15。
　そして、「上記のような広域暴力団の形態に関わらず、組織を支える最も特
徴的な要素は擬制血縁関係とそれによって成立つリーダーシップの特性とに求
12 所得源泉は、所得を生み出す源であり、現在の包括的所得概念の下でも担税力を測る基
準となり得る。例えば雑所得は一定の所得源泉性を有し、一時所得は所得源泉性が小さい。
所得源泉性については拙稿「所得税法における所得区分の基準―一時所得と雑所得を中心
に―」税法学573号（平成27年５月）参照。
13 三木義一「暴力団の上納金と課税」企業会計67－9（平成27年）１頁。
14 星野周弘「広域暴力団の構造」捜査研究・昭和53年臨時増刊号。95～111頁。
15 関西のＹ組はピラミッド型の縦型組織であり、関東のＳ会は各団体が連帯する横型組織
と見られる。この違いは生業の成立等によるもののようである。そのような違いはあって
も相対的なもので、組本部としての統制力はあることから、支配関係が諸活動の中心にあ
るとみる上記前提は同様に当てはまると考えられる。
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められる」とする。
（2）前提
　上記の特性から、最もシンプルな組織のモデルとして次のようなものを想定
し、課税を検討する前提とする。
【前提】
① 　収益の主は合法的な経済的活動によるものであるが、違法な経済活動から
得た収益も含まれる。
② 　代紋（組織の象徴）が、組織に属する構成員の活動（経済活動を含む）を
支援している。
③ 　組織の構成は、上位団体（本部）と下位団体の階層を想定し、下位団体（構
成員）は組織の威光で経済活動を行うことの対価として上位団体（構成員）
に一定の上納を行う。
　最高裁平成16年11月12日判決・民集58巻８号2078頁は暴力団の抗争事件（警
備警官に対する誤射殺人事件を伴う）の使用者責任（民法715条）を本部組長
に認めたものであるが、判決の中で暴力団組織の特性について触れ、次のよう
に述べている。
「①Ｙ組は、その威力をその暴力団員に利用させ、又はその威力をその暴力
団員が利用することを容認することを実質上の目的とし、下部組織の構成員に
対しても、組の名称、代紋を使用するなど、その威力を利用して資金獲得活動
をすることを容認していた、②本部組長は１次組織の組員から、２次組織以下
の組長は、それぞれの組員から、毎月上納金を受け取り、上記資金獲得活動に
よる収益が本部組長に取り込まれる体制が採られていたこと、③本部組長は、
ピラミッド型の階層的組織を形成する組の頂点に立ち、構成員を擬制的血縁関
係に基づく服従統制下に置き、本部組長の意向が末端組織の構成員に至るまで
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伝達徹底される体制が採られていたことが明らかである」
　本件は民法715条の使用者責任を問うものであり、「資金獲得活動も、その
対価としての上納金もピラミッド型階層組織の頂点にある本部組長の意向に基
づくものである」ということから、構成員の活動が（抗争活動を含め）本部組
長の統制下にあったという認定を導いている。本部組長の責任を問うのに民法
715条の使用者責任を用いることの当否は置くとして、判決で述べられた暴力
団組織の特性、すなわち要約すれば「ピラミッド型階層組織の中で、本部組長
の意向の下に上位団体から下位団体まで統制され、組の威光で資金獲得活動を
して見返りとしての上納金を納める」という図式は課税を考える場合でも基本
的に同じであり、課税問題を検討する前提とすることができる。
　前述の「広域暴力団の構造」でも「擬制血縁関係」という概念が用いられて
いるが、上記最高裁判決で示された暴力団組織の特性も同様の分析に立ってい
る。課税の観点からは「組織の威光で資金獲得活動を行い、見返りとして上
納金を納めている」「上位団体と下位団体は組織の長の意向が上意下達の統制
下にある」（資金獲得の源泉と資金移転の根拠）ことが必要な要素であり、そ
れをモデルとして示したのが上記前提である。組織統制の基礎が擬制的血縁関
係か恐怖か金銭的な打算かは問題ではなく、暴力それ自体も主たる要素ではな
い。確かな統制力の中で資金獲得活動が行われ上納金という形で還流する構造
があれば、課税の観点からは必要かつ十分な要素である16。
（3）検討すべき諸点
　上記の暴力団組織の特性、課税対象としての前提モデルと関わるが、①所得
の帰属（組織か個人か）、②所得の帰属時点（階層性）及び所得の性格（所得
区分）及び③違法収益に対する課税の在り方が問題となる。
（各論点における視点）
16 この意味では、投資詐欺のマルチ商法についても、組織における資金獲得・還流構造が
同様である限り、暴力団に対する課税の手法は当てはまる可能性がある。
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①の帰属については、法人として課税する可能性があるか、ない場合には個
人として課税することになるが、代紋（組織の威光）を背景に組織として資金
獲得活動している実態をどう評価するのかが問題となる。
　②所得区分では、組織の階層の中で上納金という形で所得の移転が行われる
とき、課税の時点はどの段階で行うのか、その所得区分はといった問題がある。
上納金は組織の運営に使われるという見方があるが、この場合には収入との対
応関係を考えなければならない。組織の活動として収益が生じるなら対応する
運営費という考え方も馴染むが、構成員である個人の活動として収益が生じる
とすれば経費性を認めることが難しい面もあるのではないか。
　③違法収益は、課税上特別な考慮なく、一般的な収益と同様に課税するのが
通説的見解であると思われるが、ここでも確認しておく。
Ⅲ　課税対象としての組織と構成員―所得帰属―
課税対象が組織・団体であるか構成員である個人であるかについては、まず
組織としての課税適格性があるかどうかを検討し、ない場合には個人としての
課税適格性を検討することになる。
１．人格なき社団
　フロント企業と呼ばれる、株式会社などの法人格を有しながら暴力的不法行
為を行う組織もあるが、暴力団には法人格がないことが通常であり、「人格な
き社団」としての条件を備えているかを検討することになる。「人格なき社団」
と認定されれば、法人税法２条８号、３条及び４条１項の規定により法人税の
課税対象となる。
（裁判例）
　「人格なき社団」の判定については、最高裁昭和39年10月15日（第一小法廷）
判決・民集18巻８号1671頁の中で成立要件について、「①団体としての組織を
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備え、②そこには多数決の原理が行われ、③構成員の変更にもかかわらず団体
そのものが存続し、④代表の方法、総会の運営、財産の管理その他団体として
の主要な点が確定していることの人格なき社団の成立要件を充たす事実が存在
している」ことが必要と判示している。
　「人格なき社団」の成立について、福地俊雄は成立を認めたものと否定した
ものを対比して検討し、否定例について概ねは「社団性を認めても、けっきょ
く実体上の権利関係に影響するとはおもえないだけのようである」としつつ
も、最高裁昭和38年５月31日判決・民集17巻４号600頁（三陸定置漁業組合事
件）については「社団性の有無が直接に実体的な権利関係、すなわち成員の直
接責任の有無、と結び付く事件のように見え、おそらく判決も事案の具体的審
理を通じて感じられたこの責任の肯定の必要性を基礎にして、社団性の否定と
いう結論を出したのではないか」と分析している17。福地俊雄は、人格なき社
団の成立判断に実質的権利関係の判断を持ち込むことに疑問を呈しているよう
である。
ネズミ講事件には、第一相研を「人格なき社団」として法人税を課税した処
分の違法を争う第一事件と、関連して当該事件が「人格なき社団」を否定しな
がら原告適格がないという理由で却下され過誤納金の還付を求める第二事件が
ある。この第二事件において、第一審の平成８年３月29日熊本地裁判決と上告
審の平成16年７月13日最高裁判決は第一相研の「人格なき社団」性を認め、控
訴審の平成11年４月27日福岡高裁判決は否定しており、判断が分かれる結果と
なった。
　熊本地裁判決では、「第一相研が公序良俗に反する事業を行うこと、それが
社会問題となっていたこと等は、人格なき社団の成立要件に影響させるべきで
はなく、昭和39年最高裁判決の４要件を従来の判例で認めてきた程度の厳格さ
17 福地俊雄「法人に非ざる社団について」神戸法学雑誌16巻１・２号（昭和41年９月）148
～151頁では、肯定例、否定例を比較しながら、具体的権利関係に影響されて人格なき社
団の成立可否の結論を出すのでなく、分けて考えるべきものとしている（営利目的の社団
には社員の補充責任を認めて結果妥当性を図る）。
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で判断すれば足りる」として、形式要件のみで判断すべき（他の価値判断を容
れない）との考えのように見える。これに対して、熊本高裁判決は、同じ判断
基準によりながら、主宰者である内村個人の支配が及んでいると認定し、多数
決要件については「会員総会や理事会も、そこでの各議決が、基本的には本部
すなわち内村が決めたところを追認するだけのものであり、団体意思の形成、
実現と言う観点からすると、その実質を有しない形式的なものにすぎないと言
わざるを得ない」と否定し、税金等を免脱するため社団化を装う手段であると
断じている。
　最高裁判決は、「人格なき社団」の認定については原審の判断を誤りである
として、第一審と同じく「人格なき社団」としての実体を認定したが（正確に
は、否定はしないというに留まる）、増額更正が無効であるとの原告の主張に
対しては、「課税庁が法人でない社団の要件を具備すると認定してしたこれら
の税の増額更正は仮にその認定に誤りがあるとしても、誤認であることが上記
各更正の成立の当初から外形上、客観的に明白であるとはいえず、また、上記
個人が、税務対策等の観点から上記のとおり社団化を図り、その社団の名にお
いて事業活動を展開し、上記申告に係る税の納付により高額の所得税の負担を
免れたなど判示の事情の下においては、上記個人に上記各更正による不利益を
甘受させることが著しく不当と認められるような例外的な事情がある場合に該
当せず、上記各更正は当然無効であるとはいえない」と斥けた。「人格なき社団」
の要件充足を認めながら別の基準で更正の有効性を認めたものである。
　上記の「人格なき社団」の判定で福地俊雄が分析したように、「人格なき社団」
の判定はそれ自体の基準ですべきであり、たとえ被害者を救済すべきとの要請
があったとしても判定の考慮に入れてはならないと考える。熊本ネズミ講の事
件についても、純粋に「人格なき社団」の判定というより別の考慮が働いたよ
うに思える。
（暴力団組織に係る「人格なき社団」性の判断）
　昭和39年最高裁判決が示した「人格なき社団」の成立要件についてみると、
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①団体としての組織を備え、③構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存
続し、と言う点は当てはまるように思われる。しかし、②多数決の原理が行わ
れ、④代表の方法、総会の運営、財産の管理その他団体としての主要な点が確
定していることという点は問題がある。上記の暴力団組織の特性で見たとお
り、暴力団組織の統制は強く維持されているが民主的な多数決原理ではなく、
上意下達の垂直的な意思決定構造にある。これは、組織の発生・維持の由来が
信賞必罰の畏怖によるものか、利益の配分を目的とするものか、尊敬・親愛に
よるものかに関係なく、共通の組織原理であると言える。
前記京都地裁判決では民法715条の使用者責任が問題となっているため、暴
力団組織の特性の中で、本部組長の意向が服従統制下の下で末端組織の構成員
に至るまで伝達徹底されることを重視している。使用者責任を問う事件であり
「人格なき社団」が問題となったものではないため、遺族への賠償責任を認め
させることを念頭に、組織自体の強固性より本部組長個人の統制力を優先させ
たと思われる。
こうして見ると、典型的な暴力団組織については、「人格なき社団」と認め
る余地はないものと思われる。人格なき社団が認められるか否かという判断の
背景には、「人格なき社団」は法人格を有する団体に準じる位置付けを付与す
ることにより、社会における利害関係者との間で必要な法的関係を認める意図
があると考えられる。「人格なき社団」の成立要件の中で①及び③の組織の恒
常性は認められるとしても、特に②の多数決原理（民主的意思決定）の要件は
暴力団組織と相容れないものと言わざるを得ない。団体として社会の中で実体
のある存在であることが「人格なき社団」には求められており、そのためには
組織が安定的であること及び運営が民主的であることが必要とされたものと考
えられる。
２．構成員への課税
現に社会の中で組織として経済活動が行われているからには、団体としても
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個人（構成員）としても課税の対象から外れると言うことはあり得ない。従っ
て、「人格なき社団」でもなく団体としての課税ができないのであれば個人に
対する課税を考えるしかないことになる。「ピラミッド型階層組織の中で、本
部組長の意向の下に上位団体から下位団体まで統制され、組の威光で資金獲得
活動をして見返りとしての上納金を納める」という組織活動の実態を見れば、
個人に対する課税に違和感を覚え躊躇する要因になるのかもしれないが、組織
の統制力があるにせよ個人（構成員）の活動が存在することに変わりはなく、
外部からの資金獲得は当該個人の所得と考えることは可能である。個人の資金
獲得活動が組織の威光と統制の下でのみなし得るという点は、個人を前提とし
た帰属、所得区分及び必要経費の判定の段階で組織との関係を考慮・反映すれ
ばよいと考える。
Ⅳ　所得の課税時期及び所得区分
１．課税時期
　所得の帰属（誰の所得か）、帰属の時期及び所得区分は、概念的には別のも
のであるが、実際には帰属者と帰属時期は同時に決定されると考えられる。所
得区分も、担税力（実質的な税負担能力）が帰属者ごとに判断されることから、
同時に決定されると言うことができる。
　所得は所得を発生させる所得源泉（所得を生む力）を有する者に帰属する。
暴力団の場合は、上記で挙げた組織の特性の②③にあるように、組織の象徴で
ある代紋の威光を背景に種々の経済活動（合法、非合法）を行い、獲得した収
益から自ら分配を受けるとともにピラミッド型の階層の上部へ資金が移転す
る構造になっていると見られる。各々の資金獲得活動が所得課税の基本である
が、暴力団に特有の上部へ資金還流する過程も併せ検討する。
暴力団資金獲得について順を追って帰属を考えると、次のような段階的構造
になっていると思われる。
― 69 ―
暴力団と課税
【段階的課税】
イ．構成員が外部から収益を獲得した時点で所得発生・課税が考えられる。
ロ ．次に当該構成員が直接所属する二次団体（組長）に資金の一部または全部
を納める時点で課税が考えられる。
ハ ．当該団体（組長）が一部を上部団体（組長）へ納める時点で課税が考えら
れる。
※ ロ、ハでは、組長が独自に行う資金獲得活動に対しても課税が行われるのは
当然の前提である。
ここで、上納金のように元がひとつの資金が段階的に上部団体（組長）に流
れていく場合18、一度課税された（外部から資金獲得した段階で課税されたと
仮定する）資金が別の者に移転したとして、同じ課税物件に重ねて課税するこ
とができるのかという疑問が生じるかもしれない。これに対しては、課税は何
らかの経済的利益を得た者に対して、担税力がある＝所得が生じたものと考え
て課税することになる。従って、上納金（名目、資金源泉を問わず）について
は、各取得の段階で当該取得者が新たな経済的利益を得たものであれば所得が
発生したと考え課税の対象となると考えられる。
　上記で示した所得移転の三段階に従って帰属と所得区分を検討する。
【帰属と所得区分】
イでは構成員に帰属し事業所得（毎月のみかじめ料収入等）ないし雑所得（単
発的な恐喝収入等）となる。「指示に従い資金活動を行い、取得したものは全
て所属団体に納める（毎月の生活費を支給される）」形態であれば雇用関係に
ある給与所得者と変わりないが、この場合組織に法的実体がないことから事業
18 上納金は狭義では組本部へ集約され組運営経費などに使われるものを言うが、ここでは
順次上位団体へ資金が移転する段階で発生する、資金獲得者たる組員の取分、所属する組
長への分配金を併せ広く課税対象として捉えた。
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所得者と見るのが妥当であろう。
ロでは二次団体の構成員から所得の移転を受ける二次団体の構成員（組長）
に所得が帰属し事業所得となる。
ハでは一次団体の構成員（本部組長）に所得が帰属し事業所得となると考え
る。雑所得と考える余地もあるが、上納金として予定されているものであれば
定型性・継続性があり事業所得と考えるのが適当である19。いずれ必要経費は
認められるので、どちらに区分しても課税計算の上で大きくは違わない（損益
通算の可否は問題となる）。
２．所得区分
（事業所得と雑所得）
　上記で所得区分についても帰属と合わせて触れたが、事業所得と雑所得の区
分には明確ではない点もある。所得区分の判定基準としていくつか考えられ
る。①原告が代表取締役として給与所得を得る一方で商品先物取引を大規模に
行い損失通算をするため事業所得を主張した事件で、裁判所は事業所得の要件
として、「一定の経済的行為が右（令63条12号にいう対価を得て継続的に行う
事業：筆者注）に該当するか否かは、当該経済的行為の営利性、有償性の有
無、継続性、反復性のほか、自己の危険と計算による企画遂行性の有無、当該
経済的行為に費した精神的、肉体的労力の程度、人的、物的設備の有無、当該
経済的行為をなす資金の調達方法、その者の職業、経歴及び社会的地位、生活
状況及び当該経済的行為をなすことにより相当程度の期間継続して安定した収
益を得られる可能性が存するか否か等の諸要素を総合的に検討して社会的通念
に照らしてこれを判断すべきものと解される」20として原告の主張を斥け雑所
19 三木義一・前掲注13では、「暴力団は上納金を払うことによって、その組の名前を使用
し、威嚇して違法利得が得られやすくなる。そうすると、これは一種のライセンス料、代
紋使用料といったほうが実態に合いそうである。」と述べられており、所得区分については、
組長個人の事業所得の収入金額という構成も可能かもしれないとしている。
20 名古屋地裁昭和60年４月26日判決・行集36巻４号589頁。
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得と認定した。ここでは事業規模等の社会的相当性が求められている。このほ
か区分の基準として考えられるものとして、②継続した経済活動であれば事業
所得、単発的なものであれば雑所得となる傾向にある21、③本業が事業所得で
あれば人的に一体のものとして副業（舞台袖の御祝儀など臨時的・偶発的なも
の）も事業所得と見る傾向にある22（芸能であれば臨時的な御祝儀も事業所得）、
④政治献金を政治家が受領した刑事事件では、一時所得ではなく雑所得と認定
した根拠として「政界の実力者としての議員の地位及びその職務としての政治
活動に期待し、少なくとも抽象的な付託を伴って継続的になされるものであっ
て、議員の地位及び職務に関連した必然的な所得（下線筆者）と言うべき」と
述べ、地位そのものが所得獲得に寄与する源泉と見ている23。
これらのことから、雑所得は事業所得同様に担税力（継続性、対価性）を有
するが、相対的に安定性・定型性に欠けるという見方があると思われる。副業
として行われる場合、小規模な場合、社会的認知度の低い活動内容（投機的、
違法など）の場合は事業所得ではなく雑所得と判断される場合が多いであろ
うが24、絶対的な基準となるものではない。雑所得は事業所得でないとしても、
偶然得られた所得ではなく何らかの役務の提供（暴力的な行為により対価を得
るものを含む）があることから、一時所得とは異なり本質的には担税力を有す
る点で共通する。前記商品先物取引に係る名古屋地裁判決、覚醒剤取引に係る
21 岡正晶「相続税法及び所得税法における「贈与」」税務事例研究25号（平成７年５月）
で示された暴力団のみかじめ料の設例では事業所得又は雑所得としている。
22 小田満『プロ野球選手・開業医・芸能人等特殊事情に係る所得税実務』（平成26年、税
務経理協会）136頁「Q45芸能者等が後援者等から受ける祝儀等の所得区分」で、事業の場
合には事業に付随する収入も事業所得に係る収入に含めるとする。同じように本人の実力
が収入や後援者の支援に繋がると思われる力士の場合は、本業が給与所得とされることか
ら、タニマチの御祝儀も事業所得ではなく、法人からのものは一時所得、個人からのもの
は贈与とされる。これは国税庁通達（昭和34年３月11日直所5－4）の取扱いであるが、給
与所得、事業所得にはならないとしても、本業の一環で得たものであり担税力がある雑所
得とする方が妥当と思える。
23 東京地裁平成８年３月29日判決・税資217号1258～1372頁。
24 覚醒剤取引の所得区分について、事業とは「社会通念に照らして事業と認められるもの」
とし「事業としての社会的客観性を有するものとは認められない」からと雑所得であると
した（国税不服審判所平成２年４月19日裁決・裁決事例集№39-40号41～68頁）。原処分庁
は「事業としての社会的地位」という基準を示している。
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国税不服審判所裁決では「事業としての社会的客観性」「社会通念」が事業所
得と雑所得を区分する基準となっているようにも思われる。事業所得の要件と
して、所得税法27条では典型的な事業を列記し、委任した政令63条では事業を
具体化して列記するとともに、12号で「前各号に掲げるもののほか、対価を得
て継続的に行う事業」としている。このことからは，「対価を得て継続的に行
う事業」というものが実質的な要件であるが、判例解釈と併せれば事業所得に
区分する事業性は「相当程度の期間継続して安定した収益を得られる可能性が
存すること」にあると考えられる。この要件が満たされる限り、資金獲得活動
が非合法であるから社会通念上事業ではないとはいえないのではないか。組織
の存続自体が安定的でないという見方はできないではないが、少なくとも存続
する間に継続的・安定的な資金活動がなされているなら事業所得性を否定する
理由はないように思われる。
　今回報道された冒頭事件では上納金から組織幹部が私的流用した部分につい
て無申告であったとして課税（租税ほ脱犯として起訴）したものである。これ
は、その他の部分（上納金全体）が当該幹部の所得であることを否定したもの
ではなく、立証上の問題から私的流用＝幹部個人に帰属するとして確実なもの
を取上げたと考えるべきである。課税の可能性としては、上記のように当該者
にとって新たな所得であれば課税対象となる。上納金は内部統制の下で反復・
継続して得られる所得であり、幹部個人に帰属する事業所得と考えるのが妥当
である。
（上納金の必要経費性）
　「上納金は組の運営費」と考えるなら、上納金は収入であると同時に支出分
は必要経費として控除され所得としての課税対象はなくなるのか、又はそもそ
も預り金として（収入ではないから）所得にならないのかという疑問がある。
　所得税法において必要経費は収入から控除され残額が所得として課税対象と
なる。これは、収入すべてが担税力を構成するのではなく、収入を獲得するた
めに投下した資金については担税力を減殺するものとして控除するからであ
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る。また、投下資本の回収・再投資を可能にするためという面もあり、「必要
経費は収入を得るのに必要なもの」と観念されており、収入の獲得があり、そ
の収入から支出するものは本来必要経費ではなく家事費（個人的な支出）であ
る。所得税法は10種類の所得について一部の例外を除き、必要経費ないし必要
経費相当のものを規定している。
　ただ、雑所得に分類される政治献金収入は特殊性がある。政治献金を得るた
めに政治活動をするわけではないが、所得の計算上は政治献金収入から政治活
動費を控除した残額を当該年分の雑所得とする実務となっている。これは、理
論的には政治献金を贈与と見て課税することもできるが、正しい申告が期待で
きず、純粋な個人的支出とも言えない政治活動費の負担があることは事実なの
で、現実的な処理をしたものと言われている25。
　この観点から上納金を見ると、①その中から組の運営費が支出されるとして
も本部組長の判断によるとすれば、預り金と見ることは現実的に無理があるの
ではないか。②また、無条件に上納金＝運営費として所得が発生しないと考え
るのも現実的でない。③そうすれば、上納金として得たものから運営費として
支出したものを控除した残額が課税対象となるものと考えるのが無理がないの
ではないか。どこまでが必要経費と認められるかは事実認定・立証の問題であ
る。
上納金と運営費の関係は、見方によっては政治家の政治献金と政治活動費の
関係とも似ている。必要経費は収入を得るために関係付けられたものである
が、政治家は政治献金を得るために政治活動費を支出するわけではない。むし
ろ、政治献金を得たものの中から政治活動費を賄っているという方が適当であ
25 塩崎潤『所得税法の論理』（昭和44年６月、税務経理協会）121～125頁では、「政治献金は、
通常、寄付として従来は贈与と考えていた……が、実際には政治献金は政治家の政治活動
の経費に充てられるわけですから、その点を無視して、その全額を課税しろといっても実
際問題として無理な話です」「そこで政治活動に伴う諸経費は必要経費として控除し、なお、
剰余が生じたときにこれを課税の対象とするというように改められております。このよう
に雑所得として課税するという方向に転換したこと自体は現実的な処理だと思う」として、
政治献金を雑所得とし政治活動費を必要経費としたのは便宜的な措置だとする。
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る。上納金は下位団体の組員から資金獲得活動を支援した見返りとして納めら
れたものであり、上納する組員にとっては必要経費となる。本部組長にとって
は所得となり、組織の運営経費として支出する限りにおいて必要経費となる。
この場合、運営経費と上納金は典型的な必要経費というより、運営費支出の資
金源の関係にあると考えられる。
このような収支構造からは、上納金を政治献金収入と同じように雑所得とし
て考えることにも相応の理由があるようにも思える。ただし、非合法所得だか
ら、表に出ない所得だから事業所得にはならないということではなく、上記
（事業所得と雑所得）で述べたように基本は事業所得と考える。
（構成員の資金獲得活動と上納金）
上記で示した資金獲得活動の三段階について収入と経費の発生を考えると、
次のように考えられる。
【収入と経費】
イ ．構成員が外部から収益を獲得した時点では、当該構成員に事業所得又は雑
所得の課税が考えられる。この時点では当該資金獲得活動をするために必要
な支出は違法なものであっても必要経費と認められる余地がある（賭博開帳
に係る経費）26。
ロ ．当該構成員が直接所属する二次団体の構成員（組長）に獲得資金の一部又
は全部を上納金として納める時点では、当該構成員から所得の移転を受ける
二次団体の構成員（組長）に所得が帰属し事業所得となり、上納した組員に
ついては当該上納金が必要経費となると考えられる。
ハ ．当該団体の構成員（組長）が当該上納金の一部を上部団体の構成員（本部
組長）へ納める時点では、一次団体の構成員（本部組長）に所得が帰属し事
26 金子宏「テラ銭と所得税」『租税法理論の形成と解明』（平成22年、有斐閣）442頁では、「賭
博を開帳するために要した各種の経費を必要経費として控除しうる」とする。使途が違法
な経費については、違法な収益と同じく、税法上の効果を与えるか否かで議論がある。
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業所得となり、上納した二次団体の組長については当該上納金が必要経費と
なると考えられる。
※ 本部組長が下位団体を含む組織の維持・運営のための支出を上納金から行っ
た場合、本部組長の必要経費として控除できる可能性がある。
資金移転が段階的に行われることから、その都度課税関係が発生することに
なる。これは所得税が個人の担税力に着目して課されるものであることの結果
であり、組の威光（代紋の威光）で資金獲得活動が行われ段階的に資金移転・
還流が行われる組織的構造であっても課税の観点から組織が法的に認知されな
い以上は、このような段階的な個人課税はやむを得ない。
これらの資金獲得及び資金移転は組織の威光（代紋の威光）の下で行われた
ものである。その観点からは組織として課税についても対応するのが実態に合
うようにも思える。しかしながら、組織は法人格を有せず課税主体とはなり得
ない。よって各段階において組員（組長を含む）に対する課税が行われると考
える。組員が納める上納金は、組織にあることで資金獲得活動を行えることの
対価（上位者の具体的な支援行為を必要としない）と考えれば、取得する組長
にとっては地位に基づく必然的な所得であり（政治家の政治献金と同じ）、納
める組員ないし下位団体の組長にとっては組織統制が行われる中で逃れられな
い必然的な支出（必要経費）でもある。
上納金は取得した段階で組長の所得として確定するが、運営費として支出さ
れた場合にはその限度で必要経費に算入するのが妥当と考える。利益処分（所
得の個人的消費）と見ることもできないではないが、組織の維持・運営と対価
としての上納金は裏腹のものであるし、上納金から運営費が支出された場合は
担税力が失われることは事実であるから、必要経費として考慮することには合
理性がある。違法な収入であっても担税力の増加があれば課税するのが公平で
あるように、違法な支出であっても収入と関連があるものなら担税力を減殺す
るものとして控除して所得を構成すべきである。
構成員・組長個人に対する課税ではあるが、組織において本部組長の統制力
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の下で行われる資金獲得活動が反映されている。従って純然たる個人活動では
なく、所得区分・必要経費の判断に当たっては措成負個人の活動を踏まえつつ
も組織の活動としての性格は排除できず定型的・同質的なものとなる。これを
課税における組織（実体）と個人（形式）の調整と考えることもできる。
Ⅴ　違法収益に対する課税
１．違法収益
　違法収益については、現在は課税することでほぼ異論はないと思われるが確
認しておく。反対する見解としては、①国が違法な所得（原因となる行為）を
認めることになる、②いずれ失われる所得（被害者への返還等）だから課税に
適しないといった理由が考えられる（現に各見解が主張されていた）。
　課税実務は、昭和26年の所得税基本通達に「窃盗、強盗または横領により取
得した財物については、所得税を課さない」とされていたが、昭和44年の改正
により、「収入の起因となった行為が適法であるかどうかを問わない」となっ
た経緯がある（現行通達では36－１収入金額）。
　①の見解は社会の価値観を課税に持込む（価値の共有を求める）ものである
が、所得税法は事実としての資産増加・利得を所得として把握する純資産増加
説、包括的所得概念を前提としており、社会的な善悪の価値観に影響されるべ
きではない。また、不法収益に課税しなければかえって公平な課税も保てない
ことになるので採り得ない。
②の見解は①に較べれば社会的な価値観からは中立的で合理的理由がある
が、違法との評価が直ちに所得稼得の不確実性に結びつくとは言えない（一定
の関係は認められる）。
中島義雄（当時、国税庁査察課課長補佐）「暴力団課税の考え方」27の中では
27 中島義雄「暴力団課税の考え方」警察公論28－７号（昭和48年）48～54頁。
― 77 ―
暴力団と課税
不法収益に対する課税に対する考え方の変遷を解説しているので、ここで確認
する。論稿は警察庁と国税庁が暴力団に対する取締りを強化する時期に書かれ
たものである。
第一段階は「法的成果説（消極説）」と「経済的成果説（積極説）」に分かれ
ている。このうち「法的成果説（消極説）」は、「不法原因によって生じた利得は、
後日被害者から返還請求を受け、または国による没収・追徴の対象となること
がありうるので、客観的には必ずしも安定した利得の享受とは言えない。そこ
で、このような状態にある利得に担税力（税を負担しうる能力）を認めるべき
でない」とする考え方である。この考え方は、不法な利得に課税することは不
法行為自体を合法化する（から採れない）という思想とも結びつく。
次に「経済的成果説（積極説）」は、「税法上の所得は元々経済的概念であり、
その基因となったとなった行為の法律的評価とは関係なく、現実に経済的成果
が存在し、これを自己のために享受している限り、課税所得を構成する」とす
る考え方である。この考え方は、同様の状況にあるものは同様に負担するとい
う水平的公平の思想と結びつき、「担税力」と言う実質的な負担能力を基準と
する。
そして、当時においては、後者の「経済的成果説（積極説）」が判例28・学説
上も（税務行政も）通説であったとする。
しかし「経済的成果説（積極説）」に立っても、更に法的観点を考慮するか
否かの考え方の違いにより、不法原因の種類により取り扱いが異なり得る場合
があり、第二段階として「経済的成果説（積極説）」を「所得概念の法律的把握」
と「所得概念の経済的把握」に分ける考え方が現われた。「所得概念の法律的
把握」29は、利得者がそれらの利益を法律上一応有効に保持しうる場合に課税
28 名古屋高裁昭和26年６月14日判決では「所得税法、法人税法の建前は適法行為による所
得と違法行為による所得とを区別せず、いやしくも収支計算上利得となる場合には総てこ
れを「所得」として課税の対象としたものというべく…」と述べられている。
29 具体的には、「窃盗、強盗、横領による利得」は課税しない、「詐欺、脅迫による利得」
は課税する、「賭博、統制法違反による利得」は課税するというものである。窃盗等は所
有権が法律的に移転せず返還義務があるから、詐欺等は瑕疵ある意思として取消されるま
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所得となり得ると解する、また、「所得概念の経済的把握」は、法律上有効に
それを保持しうるものであるか否かに関わりなく、経済的に見て支配・管理し
自己のためにそれを享受している限り課税所得を構成する考え方である。両
見解については、「所得概念の経済的把握」に立ち事実上支配していれば課税
されるという考え方に集約されたとする。なお、違法所得の私法上の効力が課
税に及ぼす影響については現在でも整理が十分なされていないとして、田中晶
国・九州大学大学院法学研究院准教授が「違法所得に対する課税」税法学577
号（平成29年５月）121～140頁の中で類型毎に分析を行っている。
なお、みかじめ料等が違法な所得として供出者に返還された場合は、収益が
失われたものとして課税はされない。仮に申告・納税していた場合にはその限
りにおいて減額更正により返還される。
平成29年３月31日名古屋地裁判決・裁判所HP裁判例情報によれば、傘下組
織構成員がクラブ等から用心棒代名目で徴収したみかじめ料をＹ組本部組長ほ
か幹部に連帯して支払いを命じる判決を言い渡した。従来から見られた和解で
はなく、前記京都誤射事件の損害賠償請求と同じく民法715条の使用者責任を
裁判所は認定している。被告は上納金の存在自体を否定しているが、裁判所は
前期京都誤射事件で判断の根拠とされた組織の階層的構造と本部組長の統制力
を同様に認め（綱領、告、通達が定められている点にも言及している）、みか
じめ料等の末端の資金が上部に還流する仕組みを認定し、使用者責任を認めて
いる。
２．違法支出
違法収益は違法支出によって構成されることが多いが、両者は対応する関係
にあり違法収益で検討した立場を反映する。谷口勢津夫教授は違法支出の必要
経費・損金該当性を法定要件基準説の立場に立って、条文の定める債務確定主
で有効だから、賭博等は民法上の不法原因給付に該当し被害者は返還請求できないから、
各々所有権との関係で区別すべきという見解である。
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義（所得税法37条１項括弧書、法人税法22条３項）の観点から考察する30。こ
こでは、違法支出について必要経費性を認めると税法秩序を含む法秩序の一体
性に反するとの考え方（普遍的法原則基準説と分類）との架橋を検討されてい
る。法人税法22条４項の公正処理基準に照らし「暴力団への上納金や脱税経費
等の違法支出について損金算入を認めないことこそが公正処理基準に適合する
ことになろう」31とする見解は税法を根拠としており、形式的にはパブリック
ポリシー論のように正面切って法秩序概念を持ち込むものではないが、解釈に
おいて税法外の価値判断が行われているようにも思われる。
所得税法37条で「必要経費に算入すべき金額は、……これらの所得の総収入
金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るために直接に要した費用の額
及びその年における販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務に
ついて生じた費用……の額とする」と定めており、収入を生むべき資本の投下
であるから必要経費として控除するという所得の本質からは、酒井克彦教授の
言うように、「担税力に対する純粋な課税を考慮に入れた解釈があるべき」32と
考えるべきであろう。
税法は他の経済法のみならず刑法も含めた法秩序の中で、国の政策目的を遂
行するための道具であることは否定できないが、各法律にはそれぞれの役割が
あり、それは構成要件・課税要件で完結的に規定されている。「人格なき社団」
の判定についても違法収益・違法支出の所得計算についても、税法の外で形
成された価値感から解釈が導かれているものがないとは言えないように思われ
る。
30 谷口勢津夫「違法支出論における債務確定主義の意義と機能」立命館法学352号（平成
25年６月）265～287頁。
31 中尾巧「判例批評」民事研修397号（平成２年）。
32 酒井克彦「違法支出の必要経費性とパブリックポリシー理論―収入・必要経費を巡る諸
問題―」月刊税務事例Vol39No3（平成19年３月）53頁。
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Ⅵ　課税の在り方―中立性・確実性―
１．日弁連29.２.16「暴力団の上納金に対する課税の適正な実施を求める意見
書」
（趣旨）
　標記意見書（以下「意見書」という）によれば、暴力団を組織的に弱体化さ
せる観点から課税を有効な手段として位置付けている。暴力団に対する規制と
しては暴対法があるが、犯罪収益の移転に対する没収制度は「組織的な犯罪の
処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律及び麻薬特例法における犯罪収益等に
関する隠匿罪」（マネーロンダリング罪）しか存在しなく、没収できる資金は
厳格な要件を経たものに限られる33。そのような法体系の中で暴力団組長への
資金源対策として用いることのできるのは税法だけであり、暴力団の資金活動
の中で把握できるのは上納金以外にはないことから、これに対する課税の適正
化が求められるとする。
（上納金に対する課税）
　今回の事件では上納金の全額ではなく組長が私的に流用したものに限ってほ
脱犯と認定し課税も行っているが、本来は全額に課税すべきとする。上納金は
組長が確定的に管理・支配できるものであり、運営費として支出されるものを
超える金額が下位団体から集まった組長個人の所得であるとする。
　上納金が任意団体（町内会等）の運営費・会費と同様のものではないかとの
考えに対しては、任意団体と違って組長は使途・返還を拘束されず私的消費に
係るものも含まれるからから預り金ではないとする。このように上納金は組長
33 森下忠「イタリアのマフィア制圧立法」Legge31magio1965,n.575.Disposizioni contro 
maﬁa 駿河台法学２号（昭和63年）46頁によれば、イタリアの「対マフィア法」（昭和40年
５月31日法律575号）は組織犯罪暴力手段に対する制圧を強化することを目的として制定
され、「不法な活動から得たもの又はその再投資によって得たものと思量する理由がある
場合」には財産差押え及び没収ができる規定になっている（２条の３第２項第３項）。そ
して、この法律の適用は、昭和57年９月13日法律646号改正により当初予定されたマフィ
アだけでなくカモッラ及び同等の団体にも及ぶようになった。
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に帰属する所得だと再確認した上で、事業所得又は雑所得になるとする。
　そして、把握が困難な所得金額の算定については、推計課税の活用を提言し
ている34。
（意見書の評価）
　暴力団の組織弱体化の有効な手段として課税を用いるという目的は意見書に
固有のものであるが、課税の公平を図るべきという点においては私の考えとも
軌を一にするものである。
　暴力団の組織内外における資金の獲得・還流の仕組み及び課税の考え方につ
いては、上納金を下位団体を含めた資金獲得が集約されたものと捉え、検討を
上納金課税に絞っている。これは、日々行われる資金獲得活動の実態が外部か
らは分からないことを踏まえれば現実的な手法であると思われる。但し、みか
じめ料から段階的に資金移転する都度課税するのが原則であることは確認して
おきたい。上納金の所得帰属と所得区分については、組長個人に帰属する所得
であること、所得区分が事業所得又は雑所得であることは私も同様に考える。
社会的に正当化されない所得ということからか事業所得とは断定していない
が、継続的・安定的に収益を得ている点では、雑所得より事業所得と考えた方
が良いように思われる。
　推計課税の提言は、上納金に課税の対象を絞ったことと併せ、現実的な手法
であると考える。推計課税は所得税法156条に規定され、実額課税（本来の課
税）が調査妨害又は会計帳簿の不備等で困難な時に採られる課税方法で、所得
金額を実額に代えて推計により算出するものである。収入以上に把握が難しい
必要経費については、実額反証を促すことも考えられる。
推計課税に関しては、平成６年11月30日神戸地裁判決・税資206号513頁で
34 坂田真吾弁護士のHP（暴力団の上納金に対する課税、平成27年６月17日）で上納金
課税について触れており、「課税庁は推計課税を視野に入れて調査を進めるのではないか」
としている。この場合、推計課税では一般的な手法である同業者比率ではなく、組員の数
など課税対象自体の数値から推計する本人率法を用いるのではないかとするが、組ごとに
個性があり規模だけで比較は難しいことから、おそらくそのようになると思われる。
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Ｙ組本部組長らに対する所得税更正処分事件での前例がある。賭博開帳、競馬
のノミ行為等の収入について雑所得として課税したものであるが（正業を持た
ずと言っており、違法・闇行為であることが雑所得の判断に影響を与えた可能
性はある）、財産増減法35による推計課税を合理的なものと認めている。
所得税法156条
　税務署長は、居住者に係る所得税につき更正又は決定をする場合には、その
者の財産若しくは債務の増減の状況、収入若しくは支出の状況又は生産量、販
売量その他の取扱量、従業員数その他事業の規模によりその者の各年分の各種
所得の金額又は損失の金額（……）を推計して、これをすることができる。
　細部や結論に至る検討のプロセスが意見書からだけでは読み取れないところ
はあるが、各論点の示された結論を繋ぎ合せて底にある思考メカニズムを推測
すると、私のアプローチ及び結論と大筋では同じであると思われる。限られた
紙幅の中で、理論的整合性と現実的な手法のバランスが取れた（やや現実的解
決に重きがあるが）建設的な意見書であると評価できる。
２．課税に対する基本的姿勢
（課税対象の分析・検討）
　本稿の趣旨は、暴力団に対する課税という個別の問題に対する結論を出すこ
とだけが目的ではなく、課税問題を考えるに当たって、種々の特性を有する対
象の分析手法と中立的な姿勢の重要性を述べたつもりである。
　課税においては、対象が特殊（ここでは暴力団）であるからといって特別な
35 期首・期末の財産・負債から期中の収支を推計する方法であり、他の方法が困難な場合
に用いられる。政治献金収入課税に係る前掲注23の判決では、部分財産増減法（現金、無
記名債権のみで立証）により起訴されたが、合理的方法であるとの判断がされている。なお、
事実認定は公判途中で提出された被告人の入金メモにより減額されており厳密な意味で適
用があったとは言えない。政治献金収入の課税（所得区分）及び立証方法（部分財産増減法）
については、拙稿「政治献金等収入と課税―国会議員及び公設秘書の受領した政治献金等
に係る税法上の問題―」税大ジャーナル18号１－18頁（2014年３月）参照。
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対応を考えるのではなく、一般の課税対象との異同を検討して課税を考えるべ
きである。
暴力団と定義することだけで物事が明らかになるものではなく、対象の実態
が区々であることを認識し、各々の態様に応じてこれまでの課税理論を当ては
めることを考えるべきである。暴力団の場合で言えば、暴力という要素に縛ら
れず資金獲得・集金構造のみを課税の観点から分析することが肝要である。
（課税の中立性）
課税は他の価値感から中立的であるべきである。世論とも他の法規制からも
独立して、担税力（資金獲得力）があれば課税するという課税目的に忠実であ
ることが求められる。対象の社会的評価がどうであれ、同じ基準で解釈を行わ
なければ課税の公平が歪められることになる。これは彼らを擁護して課税を控
えるということではなく、同じ担税力を有する者には同じ課税の基準を適用す
べきということである。歪められた基準を適用すれば、一般の団体にもその基
準が適用されることは想定しなければならない36。このことは、暴力団以外で
あっても資金獲得・集金構造が同様の組織であれば（例えばマルチ商法の詐欺
集団など）、課税の適用が同様に可能であることを意味する。課税の判断を行
うに当たっては、身に纏った衣ではなく実体としての資金獲得構造を把握・直
視することが求められる。
本稿では暴力団を検討の対象としたが、直接の狙いは暴力団に象徴される組
織的な資金獲得構造に対する課税のアプローチである。実態が分からないから
と課税を放置することは許されず、実体を解明するための方法としては課税要
件に応じた対象の要素分析を試みて「確実な課税」を行うことを課題の一と考
える。
36 三木義一「暴力団に課税」民間税調HP平成27年７月17日更新記事では、上納金を運営
費と見ることへの日弁連民暴対策部からの反論への説明として、「このような論理を暴力
団に対してのみ使うのか、グループ一般に使うのか、検討が必要になりそうな気がします。
もし、後者だと、グループ活動の会費を集めている人は、当該会費を収入に入れて、運営
費に充てたものに限って控除し、差額を個人所得として申告することを求めなければなら
なくなります。」と述べている。
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課税要件は「確実な課税」を行うための武器であるが、万人に適用される普
遍的な基準である。特定の対象に適用した基準は他の対象にも同様のレベルで
適用されることになる。「課税の中立性」は租税法律主義で保護される個々の
対象との関係だけでなく、個別の結果妥当性を超えて課税要件という基準その
ものの信頼性に関わる大きな問題であることから、「課税の中立性」を課題の
二と考える。私のスタンスという点で前掲注１の西日本新聞コメントは、消極
的な印象を与えるかもしれないが、コメントの参考として送付した次のメモと
併せ意図を理解してもらえればと思う。
「暴力団組織の性格は、個人（事業者）の集団が実体であると考えます。今
回上納金を課税対象と捉えたのは、トップに帰属する確証を掴んだからでしょ
う。親族への送金と言う使途及びみかじめ料という収入の発生源を立証に使う
ものと考えられます。非合法収入というのは発見困難という点はありますが、
課税上は合法収入と同じ扱いです。今回の上納金は他の収入と併せてトップの
事業所得とするか、政治献金のように雑所得となるかだと思います。上納金の
課税名目は発生源のみかじめ料に起因したものとするのが本来の形でしょう
が、下位団体からトップに上納する段階で独自の収入と認定するとも考えられ
ます（その方が認定しやすい）。実体はトップの統制力により各段階で資金獲
得活動を行っているものを、トップの個人帰属だけで課税するのは難しい問題
があると思います。」
所得の帰属認定に当たって、所得の基となる収入の発生源及び使途を確認す
ることは、通常の課税においても行われることである。彼らに特に厳しく、あ
るいは甘く対するわけではない。暴力団組織は事実関係の把握が困難で普通に
対応すれば事実上課税の公平が損なわれるのではないかとの反論が考えられる
が、本稿で示したように、特殊な組織形態を課税に適合する形態に引き直すこ
とで課税が可能となる面もあると思われる。課題の一「確実な課税」はそのこ
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とを意図しており、本稿の主たる主張である。そこを踏まえた上で、課題の二
「課税の中立性」はどの課税対象に対しても税法は公平に適用されなければな
らないと考える。適正な課税とは、「確実な課税」「課税の中立性」の両方を充
足するものでなければならない。
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【参考１】所得発生・移転と課税
※ 二段階の団体構成を簡略化したものである。ＡからＣまで各構成員は組に所
属しながら独立した事業者として資金獲得するものとしている。各人の収入
から分配・上納されるものは、受領者の収入になると同時に、支払者の必要
経費として収入から控除され残額が所得となる。
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【参考２】関係条文
［所得＝収入―必要経費］
○所得税法36条１項（収入金額）
　その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は総収入金額に
算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、その年において収入すべき
金額（金銭以外の物又は権利その他経済的利益をもって収入する場合には、そ
の金銭以外の物又は権利その他経済的利益の価額）とする。
※ 各種所得の規定にあるように、所得は収入から必要経費を控除した金額と
して求められるが、法36条１項からは収入の実質的内容・範囲を読み取るこ
とはできない。「金銭以外の物又は権利その他経済的利益」との文言からは、
経済的利益であれば取得の方法、名目を問わず収入・所得となることが読み
取れる。
　 　各種所得の規定と合わせて解釈すれば、わが国の所得税は包括的所得概念
を採用し、利得者の担税力を増加させるものである限り一時的・偶発的・恩
恵的利得であっても課税の対象とすることが理解できる。
○所得税法37条１項（必要経費）
　その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額（事業所得
の金額及び雑所得の金額のうち山林の伐採又は譲渡に係るもの……を除く）の
計算上必要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの
所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るために直接に要
した費用の額及びその年における販売費、一般管理費その他これらの所得を生
ずべき業務について生じた費用（償却費以外の費用でその年において債務の確
定しないものを除く）の額とする。
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※ 法37条１項からは、必要経費が所得の構成要素である収入と密接に関連した
ものであることが、概念的にではあるが読み取れる。
　 　なお、法45条（家事関連費等の必要経費不算入等）では「家事上の経費及
びこれに関連する経費」等は所得金額の計算において必要経費として認めな
いとするが、これは個人事業においては事業と家計が混合する恐れがあり事
業関連性を求めたものである。
［所得区分］
○所得税法27条（事業所得）
１項 　事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス業その
他の事業で政令で定めるものから生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該
当するものを除く）をいう。
２項 　事業所得の金額は、その年中の事業所得に係る総収入金額から必要経費
を控除した金額とする。
○所得税法施行令63条（事業の範囲）
　法27条１項（事業所得）に規定する政令で定める事業は、次に掲げる事業と
する。
１　農業
２　林業及び狩猟業
３　漁業及び水産養殖業
　……
12　前各号に掲げるもののほか、対価を得て継続的に行う事業
※ 所得税法では所得を10種類に区分して計算方法を規定する。法27条の事業所
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得の規定を見ると、「農業、漁業……」のように社会通念としての業態を列
記しているのみで実質的な基準は定められていない。委任を受けた令63条で
は、「農業、林業及び狩猟業、漁業及び水産養殖業、……」と例示が広がり、
最後に「前各号に掲げるもののほか、対価を得て継続的に行う事業」と規定
されている。この最後の規定が強いて言えば基準と考えられる。
○所得税法34条１項（一時所得）
　一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退
職所得、山林所得、譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為
から生じた所得以外の一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価と
しての性質を有しないものをいう。
○所得税法35条（雑所得）
１項 　雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、
退職所得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得
をいう。
２項　雑所得の金額は、次の各号に掲げる金額の合計額とする。
２号　その年中の雑所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額
※ 各種所得の最後に規定する法35条の雑所得は、事業所得との区分が争われる
ことも多い。意見書で上納金等の所得が事業所得又は雑所得とされたのは、
正業によるものでなく社会的認知がない（違法収益を含む）こと、みかじめ
料等では継続性が確認できないことなどが影響していると思われるが、所得
の実態が分からないものはとりあえずバスケットクローズである雑所得へ分
類したとも考えられる。
　 　法34条には一時所得の規定があり、雑所得は一時所得を含む各種所得のい
ずれにも該当しない所得と規定されている。これだけを見れば雑所得が前
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９種類の所得とは異質の所得のように思われるが、所得の性質（担税力の程
度）からは一時所得が担税力の小さい一時的・臨時的・恩恵的な所得であり、
雑所得は他の所得と同質であると考えられる。法34条では一時所得を「一時
の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないも
の」と定義するが、これは35条の雑所得と区分する基準であるとともに、消
極的要件を反転させて積極的要件とした「継続性又は対価性があること」は
前８種類の所得区分に潜在的に存在する性質を示したものでもあると言える
（事業所得、雑所得も同様）。事業所得と雑所得の区分は相対的なものであり、
これまでの判例で形成された客観的社会性のような社会通念が基準となって
いると思われるが、問題がないとは言えない。
